
９月定例会の概要９月定例会の概要

 附 帯 決 議

	 国民健康保険	 	 171 億 0,362 万円	 163 億 1,539 万円
	 後期高齢者医療	 	 21 億 1,981 万円	 21 億 1,386 万円
	 国済寺土地区画整理事業	 	 ８億 0,139 万円	 ７億 8,915 万円
	 岡中央土地区画整理事業	 	 6,152 万円	 4,081 万円
	 武川中央土地区画整理事業	 	 8,133 万円	 8,133 万円
	 小前田駅北西部土地区画整理事業	 	 8,269 万円	 7,237 万円
	 農業集落排水事業	 	 ８億 5,583 万円	 ８億 1,168 万円

会　　計　　名 歳　　　　　入 歳　　　　　出

	
水 道 事 業

	 収益的収支（水道料金等）	 26 億 4,868 万円	 21 億 8,674 万円
	 	 資本的収支（工事費等）	 26 億 7,171 万円	 41 億 1,290 万円
	
下水道事業

	 収益的収支（下水道料金等）	 17 億 0,514 万円	 17 億 0,399 万円
	 	 資本的収支（工事費等）	 10 億 2,238 万円	 16 億 9,047 万円

会　　計　　名 歳　　　　　入 歳　　　　　出

※会派名は、深クは深谷クラブ、共産は日本共産党、彩新は彩新連合です。　　※議長は同数のみ採決に参加します（○は賛成、×は反対、欠は欠席）
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会　　派　　名〈※〉 深　　　和　　　会 深政クラブ 公明党 深　ク 共 産 彩　新

	 	 一般会計歳入歳出決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ×	 ×	 ○	 ○	 ○	 認定
	 	 国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 認定
	 	 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 認定
	 	 農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 認定
	 	 国済寺土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 認定
	 	 岡中央土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 認定
	 	 武川中央土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 認定
	 	 小前田駅北西部土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 認定
	 	 水道事業会計利益の処分及び決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 可決認定
	 	 下水道事業会計決算認定について	 〇	 〇	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 	 ○	 ○	 ○	 ○	 ○	 認定
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◆９月定例会　議案に対する各議員の賛否◆
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公
共
用
財
産
に
つ
い
て

問　
公
共
用
財
産
の
そ
の
他
の

施
設
で
６
８
９
６
平
米
減
に
な

っ
て
い
る
、
そ
の
内
容
は
。

答　
武
川
中
央
土
地
区
画
整
理

事
業
で
換
地
処
分
に
よ
り
普
通

財
産
に
移
管
さ
れ
た
こ
と
や
、

普
通
財
産
と
し
て
扱
っ
て
い
た

倉
庫
用
地
や
旧
清
掃
セ
ン
タ
ー

用
地
の
一
部
を
事
業
用
地
と
し

た
こ
と
な
ど
、
増
減
し
た
結
果

６
８
９
６
平
米
減
と
な
っ
た
。

財
政
力
指
数
に
つ
い
て

問　
平
成
24
年
度
の
財
政
力
指

数
が
０
・
７
２
９
で
、
前
年
比
、

低
下
し
て
い
る
要
因
は
。

答　
税
収
の
減
少
が
主
な
要
因

の
一
つ
で
あ
る
が
、
収
入
だ
け

の
分
析
で
は
一
概
に
言
え
な
い
。

今
後
と
も
自
主
財
源
の
確
保
に

努
め
た
い
。

実
質
単
年
度
収
支
に
つ
い
て

問　
実
質
単
年
度
収
支
が
19
億

円
以
上
あ
る
が
、
今
後
も
緊
縮

財
政
を
続
け
て
い
く
の
か
。

公
共
用
財
産
に
つ
い
て

答　
こ
の
実
質
単
年
度
収
支
だ

け
で
判
断
す
る
こ
と
は
で
き
な

い
。
財
政
力
や
自
主
財
源
比
率

や
公
債
費
、
将
来
の
事
業
等
を

考
慮
し
な
が
ら
考
え
て
い
き
た

い
。

パ
ス
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

設
置
・
運
営
事
業

問　
ア
リ
オ
深
谷
内
に
パ
ス
ポ

ー
ト
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
て
半

年
経
過
し
て
い
る
が
、
利
用
実

績
は
。

答　
平
成
25
年
３
月
末
ま
で
で
、

１
３
８
９
件
の
申
請
、
１
２
８
７

件
の
交
付
実
績
が
あ
る
。

農
産
物
安
全
安
心
対
策
事
業

問　
決
算
額
が
減
少
し
て
い
る

財
政
力
指
数
に
つ
い
て

実
質
単
年
度
収
支
に
つ
い
て

総
　
　
　
務

市
民
産
業

が
十
分
な
対
策
が
取
れ
て
い
る

の
か
。

答　
市
内
15
カ
所
の
畑
で
残
留

農
薬
検
査
を
行
っ
た
が
、
農
薬

の
検
出
は
な
い
。
放
射
性
物
質

に
つ
い
て
は
、
県
で
定
期
的
に

作
物
の
出
荷
前
に
行
っ
て
い
る

が
、基
準
値
以
下
で
あ
り
、安
全
・

安
心
で
あ
る
。

市
税
の
徴
収
・
滞
納
対
策

問　
市
税
収
納
率
が
昨
年
と
比

べ
1.2
％
改
善
し
た
要
因
は
。

答　
滞
納
対
策
の
強
化
に
よ
る

差
し
押
さ
え
等
の
処
分
を
積
極

的
か
つ
厳
正
に
行
っ
て
き
た
結

果
で
あ
る
。

問　
空
き
家
等
の
課
税
対
象
者

が
死
亡
し
た
場
合
、
相
続
人
課

税
の
実
態
と
課
税
方
法
は
。

答　
戸
籍
を
取
り
、
相
続
権
者

に
相
続
に
つ
い
て
の
通
知
を
発

送
し
、
回
答
に
基
づ
き
新
た
に

課
税
を
し
て
い
る
。

ふ
れ
あ
い
い
き
い
き

サ
ロ
ン
事
業

問　
地
域
い
き
い
き
サ
ロ
ン
の

会
場
数
と
実
施
状
況
は
。

答　
平
成
24
年
は
91
か
所
で

あ
り
、
前
年
比
で
３
か
所
増

え
て
い
る
。
参
加
人
数
は
、

１
４
９
３
４
人
と
い
う
こ
と
で

前
年
比
９
１
０
人
増
え
て
い
る
。

緊
急
自
動
通
報
装
置

設
置
事
業

問　
65
歳
以
上
に
対
し
て
ど
の

く
ら
い
の
割
合
で
設
置
さ
れ
て

い
る
の
か
。

答　
単
身
者
が
６
２
０
２
人
お

り
、
率
は
7.8
％
で
あ
る
。

こ
ど
も
医
療
費
支
給
事
業

問　
こ
ど
も
医
療
費
に
つ
い
て

10
月
か
ら
中
学
生
ま
で
の
通
院

に
年
齢
拡
大
に
な
っ
た
が
、
通

院
医
療
費
は
。

答　
中
学
生
の
通
院
医
療
費
は

１
９
５
３
万
６
３
１
円
と
増
加

し
た
。

図
書
館
費

問　
一
般
会
計
総
額
に
占
め
る

図
書
館
費
の
割
合
は
１
％
く
ら

い
が
望
ま
し
い
と
聞
い
て
い
る

が
、
深
谷
市
の
０
・
３
２
％
は
低

い
と
思
う
が
。

答　
限
ら
れ
た
予
算
の
な
か
で

効
率
的
に
使
う
努
力
を
し
て
い

る
。
蔵
書
数
は
若
干
で
は
あ
る

が
年
々
増
え
て
い
る
。
熊
谷
市

や
本
庄
市
の
市
民
一
人
当
た
り

の
蔵
書
点
数
と
比
べ
て
み
て
も

ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
。

公
害
防
止
対
策
事
業

問　
調
査
の
内
容
は
。

答　
大
気
、
河
川
水
、
野
菜
中

の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
の
み
の
測
定

を
行
っ
て
い
る
。

問　
こ
の
数
値
は
何
に
生
か
さ

れ
て
い
る
の
か
。
市
民
か
ら
の

問
い
合
わ
せ
は
。
ま
た
、
条
例

の
制
定
根
拠
は
。

答　
今
後
の
環
境
基
本
計
画
、

環
境
基
本
条
例
等
の
見
直
し
等

に
生
か
し
て
い
き
た
い
。
市
民

か
ら
の
問
い
合
わ
せ
は
な
い
が
、

数
値
に
つ
い
て
は
広
報
等
で
公

表
し
て
い
る
。
ま
た
、
法
令
上

の
規
定
は
な
い
。

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス

運
行
事
業

問　
事
前
予
約
型
に
掛
か
っ
た

費
用
は
。

答　
約
１
６
０
０
万
円
で
あ

る
。

問　
利
用
者
が
少
な
い
が
。

答　
利
用
者
を
増
や
す
た
め
に

３
地
区
を
対
象
に
説
明
会
等
行

っ
た
。
ま
た
、
コ
ー
ス
マ
ッ
プ

を
持
ち
運
び
し
や
す
い
サ
イ
ズ

で
作
成
し
、
商
工
会
議
所
の
情

報
誌
や
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
掲

載
す
る
な
ど
対
策
を
講
じ
た
。

問　
対
策
を
講
じ
て
も
伸
び
な

い
と
い
う
こ
と
に
対
し
て
は
。

答　
現
在
の
契
約
は
平
成
26
年

度
ま
で
と
な
っ
て
い
る
。
翌
年

度
か
ら
の
新
運
行
に
向
け
、
利

用
者
が
利
用
し
や
す
い
運
行
方

法
を
検
討
し
て
い
く
。
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ス
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ン
タ
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行
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業

１．協働のまちづくり推進事業について再検討されたい
　市民提案制度については、まちづくり振興基金の造成
に伴い、基金の有効利用を図る一方策として、平成24年
度に導入された。初年度は行政側が課題を提示し、市民
に解決策を募集したが、予算化にはいたらなかった。案
件については行政側からの提案のみならず、自由度があ
っても良い。もしくは、地方分権から地域分権へとの発
想から、地域ごとの問題点・解決策を地域ごとの人材と
知恵で検討できる地域協議会的な組織体系を構築し、予
算の分配を図る体系づくりも有効であると考える。再度、
市民提案制度を検討し真に実効性のある協働のまちづく
りを推進されたい。

２．特別土地保有税収入未済額を
　　　　　　　　　　早期に決着付けられたい
　特別土地保有税は、法定の普通税であり特別の財政需
要のための目的税ではない。平成15年度からは新たな課
税は停止されている。督促等の処置をとっているが未解
決のまま、毎年度の決算で収入未済額として計上されて
いる。早期に決着を付けられたい。

３．介護保険認定調査事業について、再検討されたい
　介護保険被保険者が介護サービスを利用するために
は、要介護認定が必要であり、この訪問調査等にかかる
業務を現在市単独事業として行っている。しかし、介護
保険の公平性の観点からすれば、介護保険事業として行
っていくべきである。ついては、大里広域市町村圏組合
と協議し、負担金等の調整を図り認定調査にかかる事務
の移行を進めるか、もしくは介護保険事務のあり方につ
いて協議し、市民サービスの低下とならない介護保険事
業を行うことを求める。

４．長期間事業の進展方策構築と
　　　　　　　　　　目指すべき都市像について
　中央土地区画整理事業は、平成10年度から平成31年度
を期間として着手された事業である。平成24年度の予算
執行率は約63％であり、事業開始から15年経過した事業
進捗率は13.1％にとどまり、事業が遅延している。多角
的に事業の進展方策等を構築し、早期完成を目指された
い。さらに、この事業の有益性を示すためにも、事業進
展と合わせ目指すべき都市像と中心市街地のあり方につ
いても考慮されたい。　　　　　　　　以上、決議する。

 附 帯 決 議
一般会計決算認定について、議会としての意見を
附帯決議としてまとめ賛成多数で可決しました。

特別会計及び企業会計
●特別会計…特定の事業を行う場合、一般の歳入歳出と区分して経理する会計

●企業会計…独立採算を原則とし、公共福祉の増進を行う事業の会計

〈
議
会
あ
れ
こ
れ
「
附
帯
決
議
っ
て
な
ぁ
に
？
」・
・
・
附
帯
決
議
と
は
、
法
律
に
基
づ
く
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
議
案
が
可
決
さ
れ
た
場
合
、
執
行
上
の
要
望
や
留
意
事
項
等
を
述
べ
る
決
議
の
こ
と
で
す
。〉

緊
急
自
動
通
報
装
置

　
　
　
　
　
　
設
置
事
業

決
算
特
別
委
員
会

―
― 

主
な
質
疑 

―
―

緊急通報システム

図  書  館

（一部抜粋）


